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西岡税理士事務所発

医 業 経 営 情 報

NO.58 非営利事業と思っていると病医院は潰れる？

最近、病医院の倒産が増えています。確かに医療制度改革や診療報酬のマイナス改定

などの影響は大きいですが、私はそれ以外に病医院関係者が「医業は非営利事業である」

と思いこんでいることが大きな原因であると考えています。

そもそも経営の目的は「お金を手許に残す」こと、つまり利益を出すことのはずです。

そして正しくは出た利益（お金）をどう使うかで営利か非営利かに分かれます。

しかし、利益を出す ＝ 営利事業と勘違いされるケースが多いようです。営利事業
イコール

とは「営利を第一の目的として経営する事業」（広辞苑より）であり、確かに病医院には

合わない気がします。

ところで、非営利とはどういう意味でしょうか。「非」とは慈悲という言葉に代表され

るように「あわれみの心」を持つことだとすると、非営利とは営利を否定するのではな

く、利益をあわれみの心を持って広く分配することを指します。

ですから一般的に非営利とは、無償でサービスを提供したり利益を上げたりしない団

体のことではなく、「利益を団体の構成員で分配しないこと」と解釈されています。

つまり利益を構成員で分けるのではなく、社会全体に還元しなさいということです。

医業であれば地域住民によりよい医療を提供しなさいということになると思います。

ここで注目して頂きたいのは非営利であっても利益を出す必要があるという点です。

そもそも利益がなくては非営利団体の運営も出来ませんし、病医院でいえば最新医療機

器の購入も、職員への給料の支払いも、医薬品の購入なども出来ず、利益がない病医院

は患者にとって不便になる一方です。その良い例が夕張市民病院です。赤字を出し続け

たあげく、病院の閉鎖に追い込まれ、結局170床もあった総合病院が19床の有床診療所と

なり、患者や職員に多大なる迷惑をかけてやっと存続できている状態です。

多くの病医院関係者は非営利 ＝ 利益を追求しない事と考えているようですが、こ
イコール

のような考え方は間違っていることがおわかり頂けたかと思います。

ポイント 非営利でも利益は必要



- 2/5 -

■医業は公共事業である

医業を非営利事業と考えるのは適当でないと私は考えています。むしろ公共事業と考

えるのが妥当です。

公共事業とは「社会公共の利益を図るための事業」（広辞苑より）であり、一般的には

道路や河川などの公共工事を指しているように思いがちですが、医業は地域住民の暮ら

しを支え、生活の安定を図るための事業であり、立派な公共事業です。

ところで、公共事業は非営利事業ではありません。公共工事は前述したように立派な

公共事業ですが、公共工事を行っているのは民間の建設会社です。そして建設会社が営

利を目的としているのは言うまでもありません。

ただ公共工事費（お金）を出しているのは国や地方公共団体であり、お金は国民の税

金から支払われる以上、適切な工事が、適切な価格で行われるよう監視する義務が国や

地方公共団体にあります。

そして医療も実は公共工事と同じです。患者一部負担金はありますが、医療費のほと

んどは国や地方公共団体が国民の税金から出しています。そして自治体立病院を除き、

実際の医療は民間病医院が行っています。ですから適切な医療が、適切な価格で行われ

るよう監視する義務が国や地方公共団体にはあります。診療報酬の改定も適切な価格を

維持するものと考えればわかりやすいと思います。

蛇足ですが、病医院関係者の中には公共工事費が削減されるのは当たり前と言います

が、医療費を削るのは言語道断で、あってはならぬと言われる方がいます。

しかし、前述したように公共工事も医療も公共事業であり、公共工事費も医療費も国

民の税金から支払われています。国や地方公共団体の財政が厳しい中、公共工事費が削

減されるのであれば、医療費も削減されるのは、逆に当たり前と言えます。

そして建設会社は生き残りをかけて公共工事から民間工事へと受注先をシフトしてい

ます。と、なれば医療も保険診療から自費診療へと収入をシフトしていくのは避けられ

ない流れかもしれません。

ポイント 医業は公共事業であり非営利事業ではない
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■個人開業に非営利はあり得ない

先ほど非営利の解釈は「利益を団体の構成員で分配しないこと」と説明しました。し

たがって非営利団体はあっても非営利個人というのはあり得ません。

たまに個人開業医から「医業は非営利だから利益を上げなくていい」と言われますが、

非営利個人という組織はあり得ないので、全く間違った考え方であることがご理解いた

だけると思います。

ところで、保健所による立入検査の時に「医業は非営利だ」と言われた先生がいまし

た。保健所職員が、院内で基礎化粧品やサプリメントの販売をする事は営利行為なので

即刻中止するよう指導をした時に言った言葉らしいですが、その際に医療法第7条第5項

にある「営利を目的として、病院、診療所又は助産所を開設しようとする者に対しては、

前項の規定にかかわらず、第１項の許可を与えないことができる。」により販売を中止し

なければ診療所開設許可を取消とまで言ったそうです。

医療法第7条第5項には「営利を目的とする者には医療法第7条第1項の許可を与えない」

と書かれていますが、医療法第7条第1項の許可とは非医師が病医院を開設する場合の許

可のことであり、医師が開業する場合には許可を得る必要は全くありません。

したがって保健所職員の無知から違法な行政指導が行われたことは疑う余地がありま

せん。

医療法にも個人開業医が非営利だとは一切書かれておらず、個人開業医が窓口で基礎

化粧品やサプリメントの販売をしようが、通販で販売しようが、それは個人開業医の自

由です。

ポイント 個人開業医の営利行為については規制なし

■医療法人は非営利法人

非営利法人とは「民法上、慈善・学術・技芸その他の公共事業を目的とする社団や財

団で、主務官庁の許可を得て法人となったもの」（広辞苑より）です。

そこで医療法人について考えると、医業は公共事業だし、設立には主務官庁の認可が

必要です。さらに医療法第54条で剰余金の配当が禁止されていますし、医療法第42条で

業務制限もされています。

つまり医療法人は非営利法人に十分該当します。

しかし、非営利でも利益は必要だと述べてきたとおり、医療法人は利益を否定した否
．

営利法人ではありません。倒産しない為、また夕張市民病院のようにならない為にも利

益を上げることは非常に重要です。

ポイント 医療法人は否営利法人ではない
．
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■非営利事業だと思っていると病医院が潰れる訳

非営利事業だと思っていると病医院が潰れる理由は心に甘えができるからです。

つまり、利益が少なくても（赤字でも）公共の役に立っているから良いとか、医療機

関は非営利だから利益が出ている方が間違っていると考えたりすることです。

一般民間企業で利益が出てなければとても平気ではいられません。経費節約を検討し

たり、顧客のニーズに合っている商品を販売しているか見直したり、場合によっては不

採算部門からの撤退を決断したりします。

そころが、病医院の場合、非営利だから仕方ないとか利益を追求するのは間違ってい

ると自己弁護する口実を設け、利益が出る努力を怠りがちです。

さらに、採算性を度外視した高額医療機器の購入もよく見受けられます。年間に数件

しか使用しないのに数百万円～数千万円もする高額医療機器を購入することは、完全に

採算性を無視しており、医業は非営利事業だという心の甘えがあるからなせる事です。

一般民間企業では起こり得ません。

また、病医院の場合は経営者だけでなく職員の間にも医業は非営利という勘違いが浸

透しており、そのために経費節約があまりされていないのが現状です。

未収金の回収についてもこの事は言えます。「医業は非営利で利益を追求してはいけな

いから、自己負担金が支払えない患者からは未収金を回収しなくてもいい、どうせ7割は

保険から支払われるから病院は損をしない。」という間違った考えが浸透しているような

気がします。

そもそも7割支払ってもらっているから損をしていないという考え方が間違っていま

す。最近の病医院の利益率は規模や診療科目によって異なりますが、多くても5％以下で

す。つまり治療費の95％を回収できなければ損をします。

少し詳しく説明すると、どの病医院でも人件費率は50％を超えています。これに医薬

品や検査費率が20％～40％と考えると、院外処方で人件費を抑えている病医院であって

も治療費の70％を回収しないと損をする計算になります。まして院内処方で高い新薬を

使っている病医院であれば100％近く回収しないと損をするのは間違いありません。

ポイント 病医院関係者全員が医業は非営利と勘違いしないこと

また、非営利の意味を否営利と間違わないこと
．
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前述したように職員が間違った考えを持たないようにするためには、まずは経営者が

医業は否営利ではないという正しい認識を持つ必要があります。
．

個人開業医であればそもそも非営利個人は存在しませんし、医療法人は非営利法人で

はあるが、利益を否定した否営利法人ではないという事をよく理解し、職員全員の意識
．

を変えることで、病医院の利益をしっかり出し、その利益を地域医療に還元するという

本当の非営利活動をして頂きたいと思います。
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